
 
一般競争入札公告  

                          令和８年９月７日 

社会福祉法人 

名古屋市総合リハビリテ－ション事業団 

理事長  渡邉 豊 

 次のとおり一般競争入札を行ないます。 
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事 
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[1] 工事名 
名古屋市総合リハビリテーションセンター 

２階 ルーフバルコニー改修工事 

[2] 工事場所 名古屋市瑞穂区弥富町字密柑山１番地の２ 

[3] 工事内容 仕様書等のとおり 

[4] 工期 契約締結日から令和９年３月３１日まで 

[5] 予定価格（税抜き）   １４，５３５，０００円 

競

争
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札

参

加

資

格 

[6] 業種等 

名古屋市競争入札資格審査において登録区分「工事請負」、業種「 

防水工事」のランクＢ以上の競争入札参加資格を有すると認定さ

れた者であること。 

[7] 事業所の所在地 名古屋市内に本店又は支店を有するものであること。  
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[8] 
入札必要書類の入手

方法 

社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーション事業団ウェブサイ

ト(https://www.nagoya-rehab.or.jp)からダウンロード 

[9] 
質問の受付期限及び 

現場見学の申込期限 

令和８年９月１７日（木)午後５時まで 

（現地見学会 随時 令和８年９月１６日（水）午後４時まで） 

[10] 参加申請書提出期限 令和８年９月１８日(金)午後５時まで（必着） 

[11] 入札日時・場所 

令和８年９月２９日(木)午前１０時００分 

名古屋市瑞穂区弥富町字密柑山１番地の２  

名古屋市総合リハビリテーションセンター ４階第２会議室 

[12] 入札価格の設定方法 総額（税抜き） [13] 入札保証金 免除 

[14] 契約保証金 免除 [15] 契約書の作成 要 

[16] 契約担当部署 

〒467-8622 名古屋市瑞穂区弥富町字密柑山１番地の２ 

社会福祉法人 名古屋市総合リハビリテーション事業団 

名古屋市総合リハビリテーションセンター総務部総務課  

電話 052-835-3811 FAX 052-835-3745 

e-mail  soumubu@nagoya-rehab.or.jp 

https://www.nagoya-rehab.or.jp/
mailto:soumubu@nagoya-rehab.or.jp


１ 入札後資格確認型一般競争入札の競争入札参加資格について 

入札参加者は、入札の手続等[8]に定める入札参加申請書を提出した者であって、競争入札参加資格[6][7]に

定める競争入札参加資格を満たすほか、次に掲げる資格をすべて満たしていなければなりません。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第 167条の 4第 1項の規定に該当す

る者でないこと。 

(2) 施行令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を経過しない者（当該事実と同

一の事由により名古屋市指名停止要綱（15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を

受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者

でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づく更

生手続開始の決定後、入札公告で定める本市の競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこ

と。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づく再

生手続開始の決定後、入札公告で定める本市の競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこ

と。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者であること。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に、名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合

意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの

暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期間がない者であること。 

(7) 注意事項 

ア 競争入札参加資格[6]に示す業種等は、名古屋市における令和７年度及び令和８年度競争入札参加資格

の認定を本公告に記載した開札日現在において受けていること。 

イ 競争入札参加資格[7]において事業所の所在地を求める場合は、本公告に記載した開札日現在において

当該事業所を有する者であること。また、登録区分が「工事請負」である場合、当該事業所が競争入札参

加資格[6]に示す業種・等級区分の認定に必要な建設業法（昭和24年法律第 100号）第 3条に規定する建

設業の許可を受けている者であること。 

ただし、同条第1項ただし書きに規定する軽微な建設工事の請負のみを行おうとする者を除きます。 

  ウ 中小企業組合法（昭和２４年法律１８１号）、中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１

８５号）又は商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）によって設立された事業協同組合棟等（以

下「組合」という。）と当該組合の組合員との双方が同時に本入札に参加することはできません。 

 

２ 入札の手続等について 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部署 

入札の手続等[16]に示す契約担当部署。 

(2) 入札必要書類の入手方法 

入札の手続等[8]によります。 

(3) 現場見学 

   工事場所の現地見学を希望する方は、入札の手続等[16]に示す契約担当部署と現地見学日時等について調

整を行ってください。 

(4)入札に対する質問 

ア 質問方法 

メールまたはFAXにより提出してください。 

イ 受付期限 

入札の手続等[9]によります。 



ウ 質問に対する回答 

質問者にメール又はＦＡＸにて回答するほか、回答書を社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーション

事業団（以下「事業団」という。）ウェブサイトにおいて閲覧に供します。入札前に必ず確認してください。 

 (5)入札参加申請 

  本入札への参加を希望する者は、指定の入札参加申請書を入札の手続等[16]に示す契約担当部署に、入札

の手続等[10]に示す期限内に提出してください。 

 

３ 入札の方法等について 

(1)入札の方法 

 本入札は、持参入札とします。 

(2)積算内訳書の提出 

 入札終了後、落札者となるべき者は入札当日ただちに積算内訳書を入札担当職員に提出してください。 

(3)落札の決定 

落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１１０分の１０に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもっ

て落札価格としますので、入札参加者は、消費税に係る課税事業者であるか免税業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載してくださ

い。 

  

４ 開札について 

 (1)開札は、入札終了後直ちに入札場所で行います。 

 (2)開札にあっては、予定価格の制限範囲内の価格で入札を行った者のうち最低価格入札者を落札候補者とす

るとともに、入札者全員の入札者名及び入札金額（入札が無効とされたものを除く。）を入札場所で公表し

ます。 

 (3)開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格で入札を行った者のうち最低価格入札者が２者以上あった場

  合、ただちに当該入札者がくじを引いて落札者又は落札候補者を決定します。 

 

５ 入札の無効について 

  次に該当する入札は無効とします。 

 (1)事業団競争入札参加者手引第１１の規定に該当する入札 

 (2)公正かつ適正な見積りにより積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らかとなった場合等入札

に関する条件に違反した入札 

 

６ その他 

 (1)入札保証金の納付義務 

   入札の手続等[13]によります。 

 (2)入札価格の設定方法 

入札の手続等[12]によります。 

 (3)契約保証金の納付義務 

   入札の手続等[14]によります。 

 (4) 契約書の作成 

落札者が決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わすものとします。契約書は２通作成し、双方各１通

ずつを保管します。また、契約書の作成にかかる費用はすべて落札者の負担とします。ただし、契約金額が

200万円以下の場合は、請書によることができます。  



 (5)入札の中止等 

   天災地変があった場合は、入札の執行を延期若しくは中止又は入札方法を変更することがあります。 

   なお、この場合においても、入札に参加するために要した費用は、入札参加者の負担とします。 

 (6)入札談合に関する情報があった場合等の措置 

   入札談合に関する情報があった場合その他談合の疑いがある場合は、事実確認等のため、入札を延期する

場合があります。 

 (7)損害賠償の請求 

   この契約において、談合等の不正行為により本法人が被った金銭的損害の賠償については、賠償額の予定

に関する契約条項に基づき損害賠償を請求します。 

 (8)本入札については、本公告に定めるものの他、定めのないものについては、本法人の競争入札参加者手引

に定めるところによります。 

(9) その他、入札について必要な事項は、本法人事務局総務部が指示します。  


